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２００２年５月２３日

財団法人日本賃貸住宅管理協会 御中

同協会京都支部 御中

京都消費者契約ネットワーク

代表 長 尾 治 助

連絡先 〒６０４－８１８６

京都市中京区烏丸御池東入アーバネックス

御池ビル東館６階 御池総合法律事務所

電 話 075-222-0011 ＦＡＸ075-222-0012
弁護士 長野浩三

申 入 書

当団体は，消費者問題に関する調査，研究，救済，支援事業，消費者問題に関す

る社会制度の改善事業等を通じて消費者の権利擁護を目的とする，消費者，学者，

司法書士，弁護士らで構成する団体です。

従来から賃貸借契約条項には不当な条項が多くありましたが，当団体は，現在用

いられている不当条項について検討しましたので，その検討結果を基に，貴協会に

対し，下記のとおり申し入れます。

１ 申入の趣旨

申入の理由中記載の各条項は消費者契約法に違反し、または違反する疑いが極

めて強い不当な条項であると考えます。よってその使用を中止すべきことを会員

に周知するよう求めます。

２ 申入の理由

① マンションを含む家屋賃貸借のトラブルはここ数年多数発生しています。２

０００年度に京都市市民センターによせられた総相談件数７，５７４件のう

ち、賃貸アパート・マンションに関する相談件数は８９４件であり、２番目に

多いエステティックサービスに関する相談件数３３４件を大きく上回っていま

す。また、同年度の京都府消費生活科学センターでも、総相談件数５，２０６

件のうち、賃貸住宅に関する相談件数が３１６件と１番多い役務・商品となっ

ています。

これらの相談のうち、敷金返還・原状回復費用の負担をめぐるトラブル等契
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約条項に関するトラブルが多数を占めており、家屋賃貸借契約条項の見直しが

なされるべきであるといえます。

② 消費者契約法の施行

２００１年４月１日消費者契約法が施行されました。

同法は８条から１０条において消費者にとって不当な条項を無効とすること

を規定しています。特に１０条は、信義則に反し消費者に一方的に不利益な条

項を無効とする一般条項です。

家屋賃貸人は事業者であり、居住目的賃借人は消費者ですから、通常の家屋

賃貸借契約には消費者契約法の適用があり、家屋賃貸借契約の各条項は消費者

契約法に照らして不当であってはなりません。

消費者契約における不当性の判断にあたっては、消費者にとって理解しやす

いという透明性と、消費者にとって納得のできる合理性があるかどうかの観点

からなされるべきです。

③ このような観点からすると、下記条項は不当条項であるかその疑いが極めて

強いので使用を中止すべきです。

３ 使用中止を要する条項

＜故意過失を問わず滅失毀損した場合修復費用を借主負担とする条項＞

家主の修繕義務（民法６０６条）に反し、１０条違反で無効となる可能性が大

です。

＜畳の表替え…等の費用は借主の負担とするとの条項＞

そもそもの解釈として家主の修繕義務の免除にすぎず、借主の修繕義務を定め

たものではないとされていますが（名古屋地判平成２年１０月１９日判例時報１

３７５・１１７）、さらにこれを前提としても民法６０６条との関係で１０条違

反の疑いがあります。

＜明渡期限後の賃料相当損害金を家賃の２倍ないし３倍とする条項＞

金銭債務については９条２項が年１４．６％に制限していますがこれの適用は

ありません。９条１項もそのものではありませんが、同項が通常生じる損害に限

定していることとの関係で、１０条の問題となります。

一定の心理的強制が必要なことは認められるとしても２倍もの遅延損害金が合

理性が認められるかどうかは極めて疑問で、１０条違反の疑いが大です。

＜ガス・電気・給水設備等の故障による損害を免責する条項＞

８条違反であり無効です。

＜合意管轄条項＞

専属的合意管轄条項（当該裁判所だけしか訴え提起できないとするもの）は明

らかに無効です。付加的な管轄条項なら有効と思われますが、その旨明らかにす
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ることが望ましいといえます。

＜管理人を通じてしか交渉できないとする条項＞

管理業者が家主から報酬を受け取っている場合、弁護士法７２条違反の疑いが

あります。また、交渉方法の不当な限定であり１０条違反といえます。

＜通知を届出住所に送付したことをもって到達したと見倣す条項＞

民法９７条の到達主義の例外規定となるので１０条の問題があり、解除通知な

ど重要な通知まで到達を擬制するのは消費者にとって不当となる可能性が大であ

るので、少なくとも合理的な範囲に限定する必要があります。

＜自然損耗の回復費用を借主負担とする条項＞

この問題を「説明」の問題として捉え、説明を十分すれば有効性に問題はない

と解している管理業者もおられると聞いております。しかし、紛争の多さ、実態

を見ると説明の問題として整理するだけでは決して解決しない問題であると考え

られます。

判例としては、伏見簡判平成７年７月１８日「敷金・保証金トラブルＱ＆

Ａ」京都弁護士会は、「客観的な合理性を基礎付ける理由、当事者が特にこれを

認識した等の特別の要件が必要」とし、京都地判平成１１年８月５日（判例集未

登載）は、住宅金融公庫融資付物件についてでしたが（住宅金融公庫法・同法施

行規則は「不当な負担」を禁止している。同法３５条、同規則１０条）、自然損

耗分の回復費用を賃借人の負担とする条項について、公序良俗違反（民法９０条

）故に無効としました。

この種の条項の問題は、①透明性（どの程度の費用負担かが見えるかどうか

）、②合理性（費用負担を借主にさせることが合理的か）から考えるべきです

が、将来の原状回復費用は非常に予測しづらく、また、本来自然損耗分は借主が

負担する必要のない費用であることからすると、このような条項に合理性は見い

だせません。従って、１０条で無効となる可能性が大であるといえます。

近時、定額補修分担金を設定し、軽過失損耗については別途請求しないとする

ものも見られますが、軽過失損耗も生じさせていない賃借人にとっては、実質的

には礼金をとられた上での敷引き特約と同じであり、合理性がないことは上記条

項と同じであり１０条で無効となるものといえます。

貴協会京都支部の発行した「建物賃貸借契約に係る媒介等の業務の適正化につ

いて」と題する文書においても、建物室内・設備等の自然的な劣化・損耗等（自

然損耗）、賃借人の通常の使用により生ずる損耗等（通常使用による損耗）の回

復費用は賃貸人負担とする合意が望ましいとされており、このことがより一層会

員に周知徹底されるべきです。

＜礼金支払約束＞
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そもそも、消費者契約における合理性、透明性から制度として疑問がありま

す。上記のとおり、これからの消費者契約は合理性、透明性が必要ですが、礼金

は一体何に対する対価支払なのか極めて不透明であり、合理性に極めて疑問があ

り、１０条に違反するおそれが大です。

今後は礼金制度自体が廃止されるべきです。

＜更新料条項＞

更新料も上記礼金同様何に対する対価支払か不透明であり、合理性に疑問があ

ります。

＜設備協力金＞

設備協力金は住宅金融公庫法の脱法行為であり１０条により無効というべきで

す。

一部の判例では一応設備使用の対価で相当な部分は有効とされていますが、そ

れならばその名目で正当な対価が設定されるべきであり、これを大きく超える設

備協力金条項は違法条項抑制の見地からも全部無効とされるべきです。

＜その他＞

賃料、共益費の支払を怠ったら直ちに解除事由となる条項も現在の判例法理よ

りも著しく賃借人に不利益であり不当条項で無効と解されます。

契約書の１に反したら解除事由となる条項も著しく不当な条項であり無効と解

されます。

保証人の責任が無限定となっており、いつまでも保証人が賃料ないし賃料相当

損害金の連帯保証責任を負うとする条項も、合理的な期間内に家主が対応すれば

自ずと期間は区切られることから相当な期間に制限した形で規定されるべきであ

り、相当期間以上に保証責任を負うとする条項は無効というべきです。

４ 本申入に対して貴協会での対応等も含めて文書で回答されるようお願いします。


